ワット・ビット連携関連実証
(2)高度なワークロードシフトの実現に向けた社会実証
提案書赤字は提案書作成のためのガイドです。提案書作成時に削除してください。
コメントも削除してください。


令和8年〇〇月〇〇日
	代表機関法人名
	

	所在地
	

	法人代表者氏名
	

	業務統括責任者
	

	連絡先
※業務統括責任者の連絡先
	所属部署
	

	
	役職名
	

	
	所在地
	

	
	TEL
	

	
	Mail
	



資格要件の確認（右欄に「はい」で回答。「いいえ」が１つでもあると欠格となります。）
(1)実証機関としての要件、(2)代表機関としての要件の回答は必須です。(3)単独の実証機関により応募する場合の要件、(4)コンソーシアムにより応募する場合の要件、(5)実証コンソーシアムを民法上の組合契約により組成する場合の要件は、該当する場合についてのみ回答してください。

実証機関としての要件【必須】
実証機関(実証コンソーシアムを組成する場合は、代表機関を含むすべての構成機関)は、以下の全ての要件を満たしていること。欠格となる単独の実証機関による提案、欠格となる実証機関を含む実証コンソーシアムによる提案は、提案全体を無効とします。（採択後に判明した場合、採択を取り消します。）
	① 民間企業、技術研究組合、公益又は一般法人、国立研究開発法人、大学、地方公共団体、NPO法人、協同組合等の法人格を有する機関等であること。
	―
	② 国内に設置された法人格を有する機関のうち、本実証を行うための体制、設備等を有すること。
	―
	③ 総務省の物品の製造契約、物品の購入契約及び役務等契約指名停止措置要領に基づく指名停止を受けている期間中でないこと。
	―
	④ 業務委託契約の締結にあたっては、株式会社三菱総合研究所から提示する業務委託契約書（請負）に合意できること。また、業務の実施について、株式会社三菱総合研究所の指示に従うこと。
	―
	⑤ 応募時点において、適格請求書発行事業者（消費税法（昭和63年法律第108号）第57条の2第1項による登録を受けた事業者）であること。
	―
	⑥ 予算決算及び会計令第７０条及び第７１条の規定に該当しないこと。
	―
	⑦ 暴力団排除対象者に該当しないこと。（公募要領参照）
	―
	⑧ 暴力団排除対象者であることを知りながら下請負又は再委託の相手方としないこと。
	―
	⑨ 『責任あるサプライチェーン等における人権尊重のためのガイドライン』 （ビジネスと人権に関する行動計画の実施に係る関係府省庁施策推進・連絡会議）を踏まえた人権尊重に取り組むよう努めること。
	―
	⑩ 日本国内の拠点において実証を実施すること。
	―

代表機関としての要件【必須】
代表機関（以下、単独で応募する場合の実証機関を含む。）は、以下の全ての要件を満たしていること。実証コンソーシアムを組成する場合は、実証機関から代表機関を選定する必要があります。
	① 実証について、調査研究の企画・立案及び適切な進行管理を行う能力・体制を有すること。
	―
	② プロジェクトの進捗管理等に必要な経験又は同等の能力を有する体制を確保するとともに、本業務規模相当のプロジェクトを統括する等の実績がある者1名程度を「業務統括責任者」（以下「プロジェクトマネージャー」という。）にすること。(プロジェクトマネージャーの要件は公募要領参照)
	―
	③ 「経理統括責任者」を１名程度設置し、法人・団体・個人等への経理処理証憑・書類提出の指示・取りまとめを行い、株式会社三菱総合研究所宛の期限内の提出や提出内容の正確性への責任をもつこと。
	―
	④ 契約の履行に必要な情報を取り扱うにふさわしい、契約を履行する業務に従事する「情報管理統括責任者」を1名程度確保すること。
	―


単独の実証機関により応募する場合の要件
単独の実証機関により応募する場合のみ回答してください。
	実証機関は、実証の一部又は全部を他の法人等に再委託することは原則できないものとするため、本事業に応募する単独の実証機関が実証課題を完遂するために必要な全ての経験や能力等を必ず有すること。
	―


実証コンソーシアムにより応募する場合の要件
実証コンソーシアムにより応募する場合のみ回答してください。
	① 実証コンソーシアムを組成して実証を行うことについて、全ての実証機関が同意していること。
	―
	② 実証機関は、実証の一部又は全部を他の法人等に再委託することは原則できないものとするため、実証コンソーシアムにおいて実証課題を完遂するために必要な全ての経験や能力等を必ず有すること。(通信・電力・データセンターの3 分野をまたぐ構成であること。)
	―
	③ 実証コンソーシアムの構成機関（代表機関を除く。）が、以下の能力・体制を有すること。
(ア)当該実証の遂行（実証に係る支出を含む。）にあたり、適切な管理運営を行う能力・体制（業務実施責任者、情報管理責任者及び経理責任者の設置を含む。）
(イ)他の参加機関との相互調整を円滑に実施できる能力・体制
	―
	④ 実証コンソーシアムに参加する実証機関は、本実証が完了するまで脱退することができません。実証機関のうちいずれかが実証途中において破産又は、解散した場合においては、残りの実証機関が共同連帯して当該実証機関の業務を実施すること。実証途中での実証機関の破産又は解散を防ぐため、実証コンソーシアムを組成する際、代表機関は構成機関の経営計画、財務状況、人員体制等を確認し、実施可能性を判断すること。(ただし、総務省及び株式会社三菱総合研究所において、実証の継続が困難と判断した場合には、採択を取り消す場合があります。)
	―


実証コンソーシアムを民法上の組合契約により組成する場合の要件
実証コンソーシアムを民法上の組合契約により組成する場合のみ回答してください。
	① 実証コンソーシアムの組成に関し、株式会社三菱総合研究所との契約締結まで、民法上の組合契約を交わすことが確実であること。
	―
	② 実証コンソーシアムの構成機関全てが、適格請求書発行事業者（消費税法（昭和63年法律第108号）第57条の2第1項による登録を受けた事業者）であること。また、代表機関が実証機関の業務執行者として、実証機関の事業としての適格請求書を交付すること。
	―


2
資審査基準との対応項目
1. 必要性に関する評価基準
	分類
	評価基準・観点
	区分
	記載箇所

	必要性
	社会課題の解決に資するものであること（期待される効果が明確か 等）。
	必須
	提案書章節番号で提案書内での記載箇所を追記ください。
必須項目については必ず記載してください。
該当しない場合は空欄で構いません。
(例) 2. (1) X行目

	
	実証において対象とする課題と、実証により期待される効果が、サービサー（クラウドユーザー）の視点から具体的に示されているか。
	加点
	

	
	実証において対象とする課題と、実証により期待される効果が、クラウド・データセンター事業者の視点から具体的に示されているか。
	加点
	

	
	実証において対象とする課題と、実証により期待される効果が、通信事業者の視点から具体的に示されているか。
	加点
	

	
	実証において対象とする課題と、実証により期待される効果が、電力事業者の視点から具体的に示されているか。
	加点
	



1. 妥当性に関する評価基準
	分類
	項目
	評価基準・観点
	区分
	記載箇所

	妥当性
	先進性・新規性

	実証におけるワークロードシフトのどの点が高度であるか明確であること。
	必須
	提案書章節番号で提案書内での記載箇所を追記ください。
必須項目については必ず記載してください。
該当しない場合は空欄で構いません。
(例) 2. (1) X行目

	
	
	高度なワークロードシフトを実現するために利用する情報（電力・トラヒック・計算負荷等）が具体的か。
	加点
	

	
	
	高度なワークロードシフトを実施する運用ロジック（ワークロードシフトを行う閾値・頻度・計算手法等）が具体的か。
	加点
	

	
	
	高度なワークロードシフトを実現するためのワークロードの配置・実行方法（ワークロードを物理的に離れた拠点に配置し、実行するための方法等）が具体的か。
	加点
	

	
	
	高度なワークロードシフトを実現するための関連技術（光ファイバー・スプリッタ・デバイス・運用アプリケーション等）が具体的か。
	加点
	

	
	
	従来の方法等と比較し、先進性・新規性のあるワークロードシフトの関連技術であるか。
	加点
	

	
	社会実装可能性
	社会実装に向けた具体的かつ現実的なビジョンがあるか。
	加点
	

	
	
	社会実装・横展開後の事業主体が明確か。
	加点
	

	
	
	ワークロードシフトに関係する事業者の種別と、それぞれの事業者が担う役割に関するビジョンがあるか、実証期間中に具体化する計画が示されているか。
	加点
	

	
	
	ワークロードシフトのビジネスモデル（どの事業者にどのように収益が配分されるのか、など）に関するビジョンがあるか、実証期間中に具体化する計画が示されているか。
	加点
	

	
	
	様々なユースケース及び今後の国内外での展開を見据えた仕様を検討・具備しているか。
	加点
	

	
	
	事業者間のインターフェースについて実証期間中の検討計画（検討対象とするインターフェースは何か、どのような項目を検討するのか、社会実装可能性をどのように評価するかなど）が示されているか。
	加点
	

	
	
	事業者間での機微データ（計算資源や再エネ発電等に関する需給データなど）共有の有無が示されているか、共有する場合にはデータガバナンスやセキュリティについて検討する計画となっているか。
	加点
	

	
	検証方法の妥当性
	電力面の貢献、レジリエンス面の貢献等、社会課題の解決に資する効果が成果指標上明らかであること。
	必須
	

	
	
	実フィールドでの実証であること（模擬環境のみの検証は認めない）。
	必須
	

	
	
	実証において期待する効果や定量的な成果をKGI・KPIとして定め、その設定根拠について、具体的かつ論理的に示されているか。
	加点
	

	
	
	複数の企業・団体等が運営するデータセンターを接続するものであるか
	加点
	

	
	
	実証で得られた知見が、データセンターの立地の属性やデータセンター間の距離が異なる多様な環境にどの程度適用できるか、適用範囲の限界が具体的かつ論理的に示されているか
	加点
	

	
	
	実証で得られた知見が、ワークロードシフトに求める要件が異なる多様なアプリケーションやユースケースにどの程度適用できるか、適用範囲の限界が具体的かつ論理的に示されているか
	加点
	



1. 履行確実性に関する評価基準
	分類
	項目
	評価基準・観点
	区分
	記載箇所

	履行確実性
	安全性
	実証の実施、特にフィールドでの検証において、法令遵守が的確に図られるとともに、安全面が十分に考慮されていること。
	必須
	提案書章節番号で提案書内での記載箇所を追記ください。
必須項目については必ず記載してください。
該当しない場合は空欄で構いません。
(例) 2. (1) X行目

	
	
	実証において導入する設備・機器やシステムなど（以下「設備等」という。）について、「IT調達に係る国の物品等又は役務の調達方針及び調達手続に関する申合せ」（平成30年12月10日関係省庁申合せ）の最新版などに留意し、サプライチェーンリスクへの対応を含む十分なサイバーセキュリティ対策を講じられるものと認められること。
	必須
	

	
	
	クラウドサービスの利用等、外部のネットワークへの接続やデータ伝送を伴う場合は、個人情報の管理等を含め、情報の流通経路全般にわたるセキュリティが適切に確保されるよう、情報の流通経路全般を見渡した形で、必要なセキュリティ対策等を実施しているものと認められること。
	必須
	

	
	運営体制・方法
	実証事業は通信・電力・データセンターの3 分野をまたぐものであること。
	必須
	

	
	
	事業実施に十分な実施体制であること。
	必須
	

	
	
	必要な機器等の調達期間等の準備期間に照らして、実証に用いるシステム構築等のスケジュールが適切であること。調達遅延のリスク有無が明示され、リスク有の場合には遅延時のスケジュール（バックアッププラン）が策定されていること。
	必須
	

	
	
	業務統括責任者、業務実施責任者個人及び法人としての実証機関（実証コンソーシアムの場合は代表機関）に、同種実証事業相当のプロジェクトマネジメントの経験・知見があるか。
	加点
	

	
	実証方法の適切性
	直接人件費、直接経費、一般管理費等が必要額を確保しているか。業務従事者の業務従事時間・単価は適正か。
	加点
	

	
	
	履行期間が適正か。不慮の事態を想定した開発及び検証時間を十分に確保しているか。
	加点
	

	
	
	業務内容に応じて、再委託の内容、金額が明確であるか。実証機関の役割分担が明確であるか。
	加点
	

	
	
	品質管理体制は適正か。不慮の事態に備えた計画（Plan B)が策定されているか。構成機関に必要な知見・経験が確保されているか。外部の有識者の支援を得られる体制が整備されているか。
	加点
	





実証の目的及び内容等
1. 実証の背景・課題
	※本実証は、ワット・ビット連携の推進に資する技術やユースケース等の実証事業として、高度なワークロードシフトに関する社会実証を行うと共に、ワット・ビット連携に関する社会的な議論や理解を深める取組等を行うことを目的として実施するものです。それに即した形で実証を行う動機となった背景・取り組むべき課題を記載してください。（公募要領1章参照）
※実証を行う動機となった背景・取り組むべき課題について、対象とする社会課題の全体像を記載するとともに、ワークロードシフトに関与するプレーヤー（例えばエンドユーザーにサービスを提供する事業者（サービサー）、クラウド・DC事業者、通信事業者、電力事業者など）それぞれの視点での課題も具体的に記載して下さい。
※データ等を引用する場合は、出典を明記して下さい。(以降の設問でも同様)
※1頁程度（文字サイズ10.5ポイント以上。図表含む）



































1. 実証の目的
	※実証の目的の全体像を記載するとともに、ワークロードシフトに関与するプレーヤー（例えばエンドユーザーにサービスを提供する事業者（サービサー）、クラウド・DC事業者、通信事業者、電力事業者など）それぞれの視点での目的も具体的に記載して下さい。
※1頁程度（文字サイズ10.5ポイント以上。図表含む）











































最終目標・構想イメージ
	※本実証で想定する成果を踏まえ、最終的な目標として解決を目指す社会課題と、社会実装に向けた構想を記載して下さい。
※記載にあたって下記の点を意識してください。
· ワークロードシフトに関係する事業者の種別と、それぞれの事業者が担う役割に関する構想を記載
· ワークロードシフトのビジネスモデル（事業者への収益配分モデルなど）に関する構想を記載
※1頁程度（文字サイズ10.5ポイント以上。図表含む）









































本実証の位置付け・目標
	※「（１）実証の背景・課題」と「（3）.最終目標・構想イメージ」のギャップを埋める観点を意識し、本実証の位置付けを具体的に記載してください。また「（3）最終目標・構想イメージ」を実現するため、本実証で何を達成しなければならないのか、どのような事業目標を設定するのかについて、定性的、定量的に記載してください。
※（例）出力抑制されている再生可能エネルギー量の削減等、本実証の成果となる定量的な目安や指針となる具体的な知見の仮説及びその根拠についても記載して下さい。
※1頁程度（文字サイズ10.5ポイント以上。図表含む）








































社会実装に向けたロードマップ・取り組みの発展性
	※実証期間終了後、実証した成果をどのような形で普及に結び付けるかを提案書において明確にしてください。
※実証事業終了後も、連携体制や実証結果を活用しながら、社会実装に結び付けていくための中長期の持続的・発展的な取組を記載してください。
※社会実証・横展開後の事業主体についても記載してください。
※1頁程度（文字サイズ10.5ポイント以上。図表含む）









































ワークロードシフトシステムに関する計画
1. ワークロードシフトシステムの概要
	※本実証で構築するワークロードシフトシステムの概要を可能な限り図を用いて分かりやすく説明してください。
※ワークロードシフトシステムを構成するネットワークやデータセンターを運用する事業者を記載してくだい。









































1. ワークロードシフトシステムの物理的構成
	※本実証で構築するデータセンターの設置場所、システム・ネットワーク構成を具体的に記載してください。※なぜそのようなデータセンターの設置場所やシステム・ネットワーク構成としたのか、そのような設置場所・構成とすることにどのような利点があるのか、などについて実証の目的や実証内容を踏まえて記載して下さい。
※ネットワーク構成について、オール光ネットワークに相当する先進的ネットワークである部分については、その旨が分かるように説明してください。

■データセンター設置場所
※設置場所の市区町村、その特性（設置場所の人口動態、主要産業、経済規模など）と立地類型（大規模集積地とそのサテライト/再エネ豊富な地方都市/地域中核都市/その他）、データセンター間の距離を記載してください。













■システム・ネットワーク構成図
※システム構成図はネットワーク構成を含めて記載することとし、既設・レンタル・リースによるものを、色を区別するなどして明確に識別できるように記載してください。


















1. 実証システムで得られる知見の制約
	※本実証で得られた知見が、データセンターの立地の属性やデータセンター間の距離が異なる多様な環境にどの程度適用できるか、知見の適用範囲の限界がどこにあるかを記載してください。












































1. 構成環境における各設備・機器等
※業務の実施のために構築する実証環境（データ計測、解析用設備を含む。）を構成する情報システム・機器のうち、通信回線装置、サーバ装置、端末、特定用途機器、ソフトウェア、周辺機器及び外部電磁的記録媒体とします。具体的な定義は、「IT調達に係る国の物品等又は役務の調達方針及び調達手続きに関する申合せ」（2018年12月10日関係省庁申合せ、2023年4月1日一部改正、https://www.cyber.go.jp/pdf/policy/kihon-2/IT_moushiawase.pdf）を参照してください。
※上記の情報システム・機器には、本実証事業のために構築する実証環境を構成する機器のうち、データ処理設備、基地局、コア設備、伝送路設備（光ファイバを用いたもの）、端末、検証データ計測・解析用設備を含みます。
※既設、レンタルを問わず、記載してください

通信回線装置　※下の表は、必要な分だけコピーして使用して下さい。
	機器名
	区分
	型番

	
	アイテムを選択してください。	

	特定高度情報通信技術活用システムの該非
	☐	開発供給認定実績の有無
	☐
	調達予定機器の製造企業等に関する情報

	名称
	企業名称
	本店又は主たる事務所の所在地（国）
	設立準拠法
（日本/米国/中国/その他）
	製造国

	製造企業
	
	
	
	

	販売企業
	
	
	
	

	技術提供企業
	
	
	
	

	備　考

	





サーバ装置　※下の表は、必要な分だけコピーして使用して下さい。
	機器名
	区分
	型番

	
	アイテムを選択してください。	

	特定高度情報通信技術活用システムの該非
	☐	開発供給認定実績の有無
	☐
	調達予定機器の製造企業等に関する情報

	名称
	企業名称
	本店又は主たる事務所の所在地（国）
	設立準拠法
（日本/米国/中国/その他）
	製造国

	製造企業
	
	
	
	

	販売企業
	
	
	
	

	技術提供企業
	
	
	
	

	備　考

	







端末　※下の表は、必要な分だけコピーして使用して下さい。
	機器名
	区分
	型番

	
	アイテムを選択してください。	

	特定高度情報通信技術活用システムの該非
	☐	開発供給認定実績の有無
	☐
	調達予定機器の製造企業等に関する情報

	名称
	企業名称
	本店又は主たる事務所の所在地（国）
	設立準拠法
（日本/米国/中国/その他）
	製造国

	製造企業
	
	
	
	

	販売企業
	
	
	
	

	技術提供企業
	
	
	
	

	備　考

	





特定用途機器　※下の表は、必要な分だけコピーして使用して下さい。
	機器名
	区分
	型番

	
	アイテムを選択してください。	

	特定高度情報通信技術活用システムの該非
	☐	開発供給認定実績の有無
	☐
	調達予定機器の製造企業等に関する情報

	名称
	企業名称
	本店又は主たる事務所の所在地（国）
	設立準拠法
（日本/米国/中国/その他）
	製造国

	製造企業
	
	
	
	

	販売企業
	
	
	
	

	技術提供企業
	
	
	
	

	備　考

	







ソフトウェア　※下の表は、必要な分だけコピーして使用して下さい。
	機器名
	区分
	型番

	
	アイテムを選択してください。	

	特定高度情報通信技術活用システムの該非
	☐	開発供給認定実績の有無
	☐
	調達予定機器の製造企業等に関する情報

	名称
	企業名称
	本店又は主たる事務所の所在地（国）
	設立準拠法
（日本/米国/中国/その他）
	製造国

	製造企業
	
	
	
	

	販売企業
	
	
	
	

	技術提供企業
	
	
	
	

	備　考

	





周辺機器　※下の表は、必要な分だけコピーして使用して下さい。
	機器名
	区分
	型番

	
	アイテムを選択してください。	

	特定高度情報通信技術活用システムの該非
	☐	開発供給認定実績の有無
	☐
	調達予定機器の製造企業等に関する情報

	名称
	企業名称
	本店又は主たる事務所の所在地（国）
	設立準拠法
（日本/米国/中国/その他）
	製造国

	製造企業
	
	
	
	

	販売企業
	
	
	
	

	技術提供企業
	
	
	
	

	備　考

	







外部電磁的記録媒体　※下の表は、必要な分だけコピーして使用して下さい。
	機器名
	区分
	型番

	
	アイテムを選択してください。	

	特定高度情報通信技術活用システムの該非
	☐	開発供給認定実績の有無
	☐
	調達予定機器の製造企業等に関する情報

	名称
	企業名称
	本店又は主たる事務所の所在地（国）
	設立準拠法
（日本/米国/中国/その他）
	製造国

	製造企業
	
	
	
	

	販売企業
	
	
	
	

	技術提供企業
	
	
	
	

	備　考

	








実施内容提案
1. 実証するワークロードシフト技術の概要・特徴
※記載スペースは自由に増減して構いません。また、図を用いるなどして可能な限り分かりやすく記載して下さい。
	実証テーマ・タイトル
	※実証のテーマ・タイトルを記載してください。


	ワークロードシフト技術の概要
	対象とする課題
	※対象とする課題の概要（再エネ利用・系統混雑回避、災害・機器故障の影響回避等）と特徴（高度な点）を記載してください。


	
	技術の特徴・高度な点
	※実証するワークロードシフト技術の特徴・高度な点（従来にない技術上の工夫は何か、どの程度の効果向上や効率化が期待できるのかなど）の概要を記載して下さい。
※関連する既存の取組みと比較した先進性・新規性が明確になるように記載して下さい。
※ワークロードシフトを構成する個々の要素における高度な点の詳細については、次の欄以降に記載して下さい。
※関連する既存の取組みと比較した先進性・新規性を有する点について記載してください。

	
	ワークロードの配置先を決めるために収集・予測する情報および収集・予測の方法
	※配置先を決めるために収集・予測する情報（再エネ発電量、系統混雑状況、計算資源の空き状況、ワークロードの計算量など）を記載してください。
※情報の収集・予測について特に高度な点があれば記載して下さい。


	
	ワークロードの実行拠点の判断ロジック
	※判断ロジック（ワークロードシフトを行う閾値、頻度、計算手法等）を記載してください。
※判断ロジックについて特に高度な点があれば記載して下さい。

	
	ワークロードを物理的に離れた拠点に配置し、実行するための手法
	※ワークロードを物理的に離れた拠点に配置し、実行するための手法を記載してください。
※ワークロードの配置・実行手法について特に高度な点があれば記載して下さい。

	
	その他関連技術
	※実証にあたって活用するその他関連技術（光ファイバー、スプリッタ、デバイス、運用アプリケーション等）について記載してください。






将来的な発展可能性
	※当該ワークロードシフト技術を活用したユースケースや今後の国内外での展開を見据えた仕様上の工夫、技術的特徴や優位性等について記載してください。
















事業者間の連携方法（インターフェース等）
	※実証期間中に検討対象とする事業者間のインターフェースとその概要（仕様、データ構造等）、検討計画（期間中どのように検討を進めるか）について記載して下さい。
※事業者間でのデータ連携の概要、事業者間でワークロードシフトに必要な情報を連携するに当たって、ワークロードの内容やワット・ビットそれぞれのリソース需給データ（計算資源や再エネ発電量）など各プレーヤーの事業に関する機微な情報を扱う可能性の有無と、有の場合のデータガバナンス、セキュリティに関する検討方針を記載して下さい。
























検証方法
※KGI/KPIを以下に記載してください。
※類似の実証事業結果、先行事例の状況を踏まえて実装を見据えた現実的なKPI/KGIとしてください。
※これらの項目については応募者がワークロードシフトを運用し、事業として収益を得る視点で記載してください。具体的には評価指標や目標値等の妥当性を、各要素の自らの事業経験に基づいて、あるいは現在商用提供しているサービスの実態に即して記載してください。（例えば評価指標が現在提供中の商用サービスのSLAの項目に即しているか、商用サービスのSLAと比較して目標値が妥当かなど）
※定性評価目標もあれば記載してください。
	KPI/KGI
	設定項目
	設定指標名
	想定目標値
	設定根拠

	定量評価
	技術面
	
	
	

	
	運用面
	
	
	

	
	事業面
	
	
	

	定性評価
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	



※各検証について検証方針・方法・妥当性を記載してください。
	項目
	検証方針・方法・妥当性

	技術面
	※例えば以下のような観点において評価・検証を行い、技術面の向上を評価する適切な定量値について定義し、具体的な測定・検証方法を提案してください。
・地理的に離れた拠点間においてサービス品質を維持しながら計算タスク（ワークロード）を移動できるかという観点から、合計処理時間を評価
※測定・検証方法の妥当性（なぜそのような測定・検証方法を採るのかなど）についても記載して下さい。

	運用面
	※例えば以下のような観点において評価・検証を行い、運用面の向上を評価する適切な定量値について定義し、具体的な測定・検証方法を提案してください。
・どのような追加的な作業内容や留意点があるのか（例え監視、制御、調整等に係る作業内容や頻度）という観点から、運用負荷等を評価
※測定・検証方法の妥当性（なぜそのような測定・検証方法を採るのかなど）についても記載して下さい。

	事業面
	※例えば以下のような観点において評価・検証を行い、事業面の向上を評価する適切な定量値について定義し、具体的な測定・検証方法を提案してください。
・再エネの有効活用といった便益をどのように可視化・評価し、追加的なコストや運用負荷を踏まえた上で事業として成立させられるかという観点から、総コストを評価
・既存サービスと比較して十分な価格競争力をもち、商用サービスとして提供可能であるのかという観点から、想定提供価格（プライシング）および想定顧客数を見積った事業収益性評価
※測定・検証方法の妥当性（なぜそのような測定・検証方法を採るのかなど）についても記載して下さい。





	※検証に用いるアプリケーション・ユースケースと、他のアプリケーション・ユースケースへの適用可能性、適用範囲の限界を記載してください。









実証計画が実施困難になった場合の代替措置
	※実証計画が実施困難となるリスクを評価し、そのリスクが高いものについては、他の代替方法による実証を想定しておく必要があります。その方法（達成条件、KPI・KGI）を記載してください。机上検討（シミュレーションを含む）のみによる方法は、実証の代替手段と認めないので、注意してください。
※実証計画が実施困難になった場合の代替措置を実施する場合にあっても、契約額の増額は行わないので、注意してください。
※実施計画書の確定や再委託承認などに想定以上の時間を要するなどにより、契約期間が想定よりも短くなった場合（5か月程度 となった場合など）の実証方法についても記載してください。













業務実施体制
1. 業務実施体制
※応募には、構成機関すべてが適格請求書発行事業者である必要があるので注意すること
	代表機関
	法人名
	

	
	代表者氏名
	

	
	所在地
	

	
	業務の概要
	

	
	適格請求書発行事業者の該非
	該当する・該当しない

	
	適格請求書発行事業者の登録番号
	T

	構成機関
	法人名
	

	
	代表者氏名
	

	
	所在地
	

	
	業務の概要
	

	
	構成機関とする理由
	〇〇に関する実証には、同社の〇〇の技術が不可欠であるため

	
	適格請求書発行事業者の該非
	該当する・該当しない

	
	適格請求書発行事業者の登録番号
	T

	構成機関
	法人名
	

	
	代表者氏名
	

	
	所在地
	

	
	業務の概要
	

	
	構成機関とする理由
	

	
	適格請求書発行事業者の該非
	該当する・該当しない

	
	適格請求書発行事業者の登録番号
	T

	構成機関
	法人名
	

	
	代表者氏名
	

	
	所在地
	

	
	業務の概要
	

	
	構成機関とする理由
	

	
	適格請求書発行事業者の該非
	該当する・該当しない

	
	適格請求書発行事業者の登録番号
	T



同種・類似業務の経験
本事業に最も類似し、かつ、顕著な成果を上げた業務の内容・成果を記載してください。
※できるだけ最近のものを記載してください。
	業務名
	

	実施時期
	〇年〇月～〇年〇月

	発注元
	〇〇省〇〇局〇〇課

	実施主体
	

	実施形態
	元請・下請・JV

	受注金額
（千円）
	

	業務内容・成果

	※1頁程度で記載してください。















事業実施責任者（業務統括責任者、経理統括責任者、情報管理統括責任者、業務実施責任者、経理責任者、情報管理責任者）
業務統括責任者及び業務実施責任者の業務経歴・業績は別紙１のとおり
（本提案書と別ファイルにより別に指定する方法で提出する）
※他の別紙とは別のファイルとすること。実証機関を通じて１つのファイルに統合すること。実証機関のなかで番号が重複しないよう、１－１、１－２・・・・と付番すること。

情報管理統括責任者、情報管理責任者の情報管理経歴書は別紙２のとおり
（本提案書と別ファイルにより別に指定する方法で提出する）
※他の別紙とは別のファイルとすること。実証機関を通じて１つのファイルに統合すること。実証機関のなかで番号が重複しないよう、２－１、２－２・・・・と付番すること。（業務実施責任者が情報管理責任者を兼ねる場合も本紙を提出すること）

経理統括責任者の経理統括責任者履歴書は別紙３のとおり
（本提案書と別ファイルにより別に指定する方法で提出する）
※他の別紙とは別のファイルとすること。（業務実施責任者が経理統括責任者を兼ねる場合も本紙を提出すること）


	代表機関
	法人名
	

	
	業務統括責任者（プロジェクトリーダー）
	氏名(ふりがな)
	総研太郎(そうけんたろう)
	役職名
	

	
	
	所属
	〇〇部〇〇課

	
	
	TEL
	
	E-Mail
	

	
	経理統括責任者
	氏名(ふりがな)
	
	役職名
	

	
	
	所属
	

	
	
	TEL
	
	E-Mail
	

	
	情報管理統括責任者
	氏名(ふりがな)
	
	役職名
	

	
	
	所属
	

	
	
	TEL
	
	E-Mail
	

	
	業務実施責任者
	氏名(ふりがな)
	
	役職名
	

	
	
	所属
	

	
	
	TEL
	
	E-Mail
	

	
	経理責任者
	氏名(ふりがな)
	
	役職名
	

	
	
	所属
	

	
	
	TEL
	
	E-Mail
	

	
	情報管理責任者
	氏名(ふりがな)
	
	役職名
	

	
	
	所属
	

	
	
	TEL
	
	E-Mail
	

	構成機関
	法人名
	

	
	業務実施責任者
	氏名(ふりがな)
	
	役職名
	

	
	
	所属
	

	
	
	TEL
	
	E-Mail
	

	
	経理責任者
	氏名(ふりがな)
	
	役職名
	

	
	
	所属
	

	
	
	TEL
	
	E-Mail
	

	
	情報管理責任者
	氏名(ふりがな)
	
	役職名
	

	
	
	所属
	

	
	
	TEL
	
	E-Mail
	

	
	法人名
	

	
	業務実施責任者
	氏名(ふりがな)
	
	役職名
	

	
	
	所属
	

	
	
	TEL
	
	E-Mail
	

	
	経理責任者
	氏名(ふりがな)
	
	役職名
	

	
	
	所属
	

	
	
	TEL
	
	E-Mail
	

	
	情報管理責任者
	氏名(ふりがな)
	
	役職名
	

	
	
	所属
	

	
	
	TEL
	
	E-Mail
	





実施体制図
※実証機関、外注先などの役割分担を記載してください。

	
[image: ]

【必要に応じて、実証機関の役割分担に係る追加説明を行うこと】




1. 実証実施場所
※実証の実施場所とフィールド検証における法令遵守、安全面の考慮の有無を記載してください。
※下の表は、必要な分だけコピーして使用してください。
	実証の実施場所
	

	実施場所の住所
	〒〇〇〇－〇〇〇〇　〇〇県〇〇市〇〇　〇丁目〇番〇号

	実施にあたっての留意事項
	※遵守すべき法令や安全上の懸念点について記載してください。
※上記懸念点に対する対策案について記載してください。



1. 業務従事者名簿
※人件費を計上する場合は、各業務従事者の業務分担及び経歴（氏名、所属、役職、学歴、職歴、業務経験、専門的知識その他の知見等が分かる資料）を、提案時に提出してください
　別紙４のとおり（本提案書と別ファイルにより別に指定する方法で提出する）
※他の別紙とは別のファイルとすること。実証機関を通じて１つのファイルに統合すること。実証機関のなかで番号が重複しないよう、４－１、４－２・・・・と付番すること。他の役職と兼ねる場合（業務実施責任者が業務従事者を兼ねる場合も本紙を提出すること）

1. 外注等の計画
※外注等の計画を記載してください。表は必要な分をコピーして記載してください。
※本提案の選定をもって、再委託・外注等を承認したことにはなりませんので、注意してください。


	外注先の名称
	

	外注先の住所
	〒〇〇〇－〇〇〇〇　〇〇県〇〇市〇〇　〇丁目〇番〇号

	外注先の法人URL
	

	外注を行う合理的理由
	実証機関の構成機関として参加する場合に比して特に効率が高い理由を含めること。






	外注を行う業務範囲
	








	外注予定金額と経費支出計画額総額に対する割合
	円（　　　％）

	外注先の保有する
関連技術や実績内容
	XX解析／ＸＸ技術／XX法／令和X年度XXに関するXX事業（～～を実施）








実施スケジュール等
1. 実施スケジュール
※業務実施内容に対応したスケジュールを記載して下さい。サンプルを以下に示します。適宜行を追加していただいて構いません。
※業務実施スケジュールは、可能な限り細分化すること。時間軸については少なくとも週単位で記載すること。
※実証環境構築、アプリケーション開発・改造等、測定、評価検討などの工程を遺漏なく記載すること。

	実施内容
	2026年
	2027年

	大項目
	小項目
	7月
	8月
	9月
	10月
	11月
	12月
	1月
	2月

	実証環境の構築
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	設備・機器等の調達
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	実証内容の検証
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	KPI・KGIの精査
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	KPI・KGIの評価
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	報告書の作成
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	報告書の作成
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	報告書の提出
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　




1. 実証環境構築のスケジュールの目論見
	※実証環境の構築（ネットワークやシステムの構築）におけるスケジュールの目論見（既存で構築済みの環境を流用するため問題ない、新たに構築する必要があるため関係各所との事前の調整も含めて余裕をもった計画である）等を記載してください。














経費支出計画
1. 経費内訳
※本実証の実施に必要な経費の概算額を予算費目毎に記載してください。
※経理処理マニュアル（案）を参照のうえ、適切に計上してください。
※本実証の経費は、実証実施期間中に発注及び支払が完了する計画となっているものを記載してください。
（単位：千円）
	予算費目
	合計
	備考

	１．直接経費

	
	※(1)物品費、(2)人件費、(3)謝金、(4)旅費・交通費、(5)その他諸経費を記載して下さい。
※(2)人件費は、本業務に従事する実証コンソーシアム構成機関の従事者に係る人件費を計上してください。
※(5)その他は、上記区分に該当しない経費がある場合にのみ計上してください。

	2．一般管理費
(１.の経費×一般管理費率）
	
	※一般管理費率を記載して下さい。

	3．再委託・外注費
	
	※外注費を計上する場合は、外注する業務内容及びその必要性が分かるように積算根拠欄に記載してください。


	合計
	
	

	(消費税10%)
	
	



経費支出の詳細
別紙５のとおり（本提案書と別ファイルにより提出する）

経費支出計画書に設備備品費を計上する場合の付記事項
※設備備品費の計上は、株式会社三菱総合研究所が特に必要があると認める場合に限り、対象経費とすることを踏まえ、設備備品費を計上する理由を記載してください。
※本提案書においては、ネットワーク／ソリューション機器の購入に係るもののみ記載してください。
※提案の選定をもって設備備品費としての計上を認めたと解することは一切できませんので、留意してください。
※本表は、必要な分だけコピーしてください。


	設備備品の種類
	

	予定調達先
	※自社調達（実証機関の内部調達を含む。）の場合も記載してください。

	予定購入金額（円、税込）
	〇〇，〇〇〇，〇〇〇円

	レンタル・リースなどで調達できない理由
	※自社調達（実証機関の内部調達を含む。）の場合、会社の方針・規定等、会社都合の理由は不可とします。
※200字程度で記載してください






	継続利用の計画
	※本実証後、撤去・処分することを前提とする計画は不可とします。
※契約期間外の維持保守管理に要する費用は、経費対象外であることに注意すること
※200字程度で記載してください







その他
1. 他の委託事業や補助金事業との関係
	本事業以外の委託事業又は補助金事業（応募中のものを含む）と、本事業における経費は明確に区分する。
	―


本事業および本事業以外の委託事業又は補助金事業との役割分担（「いいえ」の場合）
以下の注意は、提出時に削除して下さい。
※ワークロードシフトシステムにおいて、本業務以外の委託事業または補助金事業等（公募中のものを含む。）との間で、経費支出上の明確な区分が図られないおそれがあるものと認められる提案は、評価の対象としないので注意すること。
※「はい」の場合は、下表をすべて空欄にして提出して下さい。（表を削除しないで下さい。）
※複数の表が必要な場合、必要な分コピーをして記載して下さい。

	事業名
	（例）総務省＊＊＊＊実証実験（R〇年度）

	所管省庁等
	（例）総務省＊＊＊局

	本事業以外の委託事業又は補助金事業等の内容・スキーム
	




	提案におけるワークロードシフトにおいて明確な差異化要素
	【ワークロードシフト運用技術の相違】
・本提案におけるワークロードシフト技術では、〇〇な目的のため、△△という特徴を有している。一方総務省＊＊＊実証実験では、□□の目的のためであり、活用する技術は▲▲である。




	
	本提案におけるワークロードシフトシステムの特徴
	〇〇事業におけるワークロードシフトシステムの特徴

	
	（図（システム構成図）も用いてわかりやすく説明すること）








	（図（システム構成図）も用いてわかりやすく説明すること）


	位置図等
	本提案と本業務以外の委託事業及び補助金事業等（応募中のものを含む。）におけるデータセンター設置場所、実証実施場所等

（地図等を用いて、位置、それぞれの関係等を記入すること）













	その他
	・本提案におけるワークロードシフトシステムはすべてレンタル機器で構成する。協議が整えば、本実証後も〇〇市は〇〇市の財政負担により、当該ワークロードシフト技術によるシステムを継続的に利用する予定である。



	本事業の採択が本事業以外の委託事業又は補助金事業の遂行の前提となることが見込まれる提案ではない
	―
	本事業以外の委託事業又は補助金事業もしくは交付金事業の採択が本事業の実施の前提となることが見込まれる提案ではない
	―
	本事業以外の委託事業又は補助金事業において取得した財産を本事業に利用するものでない
	―


交付決定時に付された条件等に反しないことの説明（「いいえ」の場合）
	








	本業務以外の委託事業又は補助金事業において取得した財産を本業務に利用しようとする場合、委託事業にあっては当該事業の契約その他により定められた財産の管理方法の条件等、補助金事業にあっては補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）の規定及び交付決定時に付された条件等に反しないことが求められます。総務省及び株式会社三菱総合研究所は、本業務以外の委託事業又は補助金事業との間の調整等には一切関知することができないことを了承する。
	―





サプライチェーン対応及び情報セキュリティ対策
1. サプライチェーン対応（右欄に「はい」「いいえ」のいずれかで回答。「いいえ」が１つでもあると欠格となります。）
	本業務に利用する役務の提供事業者及び役務（システム開発、運用・保守、通信サービス、クラウドサービスの提供、電子証明書、ドメイン、端末等の破棄、データの管理・処理）については、公募要領記載のとおり、調達前に必要な情報を株式会社三菱総合研究所に対し提供し、事前承認を受ける。
	―
	その他、契約条件（案）にある条件を遵守するとともに、要求するサプライチェーン対応を適確に実施するとともに、本業務において利用する物品についても公募要領に定めるところに従う。
	―
	資本関係・役員の情報、委託事業の実施場所、事業従事者の所属・専門性（情報セキュリティに係る資格・研修実績等）・実績及び国籍に関する情報を提示する。
	―
	本業務の業務従事者を限定する。また、全ての業務従事者の所属、専門性（資格等）、実績及び国籍について掲示するものとする。委託事業の実施期間中に業務従事者を変更する場合は、事前に株式会社三菱総合研究所の確認を得る。
	―
	外注又は再委託を行う場合、再委託先の資本関係・役員等の情報、業務の実施場所、作業要員の所属・専門性（情報セキュリティに係る資格・研修実績等）・実績・国籍等に関する情報の提供を行うとともに、再委託した事業に対して意図せざる変更が加えられないための十分な管理体制がとられることを株式会社三菱総合研究所に報告し、確認を得る。
	―
	本業務の実施に特定無線設備を利用する際には、技術基準適合証明等を受けた機器を利用する。（特別特定無線設備の場合を除く）。
※該当しない場合には、非該当を選択してください。
	―
	
	登録証明機関又は承認証明機関による技術基準適合証明証書等の控えを提案書に添付した。
	ファイル名・URL・提案書内の該当箇所等：



1 情報セキュリティ対策（右欄に「はい」「いいえ」のいずれかで回答。「いいえ」が１つでもあると欠格となります。）
	すべての実証機関は、契約の履行に必要な情報を取り扱うにふさわしい、契約を履行する業務に従事する情報管理統括責任者又は情報管理責任者（以下「情報管理責任者等」という。）を確保する。情報管理責任者等は、契約の履行に必要若しくは有用な、又は背景となる経歴、知見、資格、語学（母語及び外国語能力）、文化的背景（国籍等）、業績等を有する者とする。
	―
	すべての実証機関は、情報セキュリティを確保するための体制の整備について、「情報管理体制図」及び「情報取扱者名簿」を契約に先立ち、株式会社三菱総合研究所に提出することを確約する。（本資料【参考】を参照のこと）
	―
	すべての実証機関は、株式会社三菱総合研究所からの求めがあった場合に、実証機関たる各法人の資本関係・役員等の情報、業務の実施場所に関する情報、業務従事者の所属・専門性（情報セキュリティに係る資格・研修実績等）・実績及び国籍に関する情報を提供する。
	―
	すべての実証機関は、本契約に係る業務の遂行における情報セキュリティ対策の履行が不十分である可能性を株式会社三菱総合研究所が認める場合には、株式会社三菱総合研究所の求めに応じこれと協議を行い、合意した対応を取る。
	―
	すべての実証機関は、情報の機密保持を適確に行う（公募要領参照）
	―
	すべての実証機関は、本事業に係る業務の実施のために株式会社三菱総合研究所から提供する情報について十分な管理を行う。すべての実証機関は、約款による外部サービスの利用で株式会社三菱総合研究所から提供する個人情報をはじめとする要機密情報を取り扱うことはない。
	―
	すべての実証機関は、監査証跡の取得を適確に行う。（公募要領参照）
	―
	すべての実証機関は、本実証に係る業務の実施のために取得し、処理する要機密情報を、全て国内法が適用される場所に保存する。
	―
	すべての実証機関は、情報セキュリティが侵害された場合の対処を適確に行う（公募要領参照）
	―
	すべての実証機関は、株式会社三菱総合研究所から、本業務の遂行における情報セキュリティ対策の履行状況に関する事項の報告を求められた場合は、速やかに回答する。
	―
	すべての実証機関は、情報の取扱いを適確に行う（公募要領参照）
	―
	すべての実証機関は、外部電磁的記録媒体に保存した情報の保護を適確に行う（公募要領参照）
	―
	すべての実証機関は、クラウドの利用を適切に行う（公募要領参照）
	―
	情報セキュリティ対策の履行状況を確認するために、総務省又は株式会社三菱総合研究所が情報セキュリティ監査の実施を必要と判断した場合は、総務省又は株式会社三菱総合研究所が別に定める実施内容（監査内容、対象範囲、実施者等）に基づく情報セキュリティ監査をすべての実証機関は受け入れる。（株式会社三菱総合研究所又は総務省が別途選定する事業者による監査を含む。）
	―
	すべての実証機関は、本業務で利用する情報システムに、総務省又は株式会社三菱総合研究所が意図しない変更が行われる等の不正が見つかったときに、追跡調査や立入検査等、総務省及び総務省が指定する組織等並びに株式会社三菱総合研究所と連携して原因を調査・排除できる体制を整備する。また、当該体制を総務省又は株式会社三菱総合研究所が書類等で確認できる。
	―
	すべての実証機関は、外注又は再委託を行う場合は、外注先又は再委託先において意図せざる変更が加えられないための管理体制について総務省又は株式会社三菱総合研究所の確認（立入調査）を随時受け入れさせることを約する。
	―


2 データを受領・保管する際の取り決め
	※取得するデータについての保管方法、保存期間等の基本方針を説明してください。詳細は実施計画書に記載いただきます。




















品質管理
	※以下の項目に関して代表機関を含むワークロードシフトシステムを開発・変更する主体における開発・変更時のレビュー体制・プロセス（検証、妥当性確認、承認フロー等）を示すこと。
※同様に不具合時の是正処置の対策プロセスの検討フロー等の品質管理体制を示すこと。
※代表機関及び／又はワークロードシフトシステムを開発・変更する主体が、ISO 9001（品質マネジメントシステム）又は同等なQMSの認証を有している場合は添付すること。

· 「ワークロードシフトシステム等に関する要求事項のレビュー」の体制、プロセス（ISO 9001:2015の8.2.3項に相当）
· 「ワークロードシフトシステム等に関する要求事項の変更時」におけるプロセス（ISO 9001:2015の8.2.4項に相当）
· 「ワークロードシフトシステム等の設計・開発管理」の体制、プロセス（ISO 9001:2015の8.3.4項に相当）
· 「ワークロードシフトシステム等の設計・開発の変更」におけるプロセス（ISO 9001:2015の8.3.6項に相当）
· 「不適合及び是正処置」の体制、プロセス（ISO 9001:2015の10.2節に相当）

【参考】
ISO 9001の要求事項を確認したい場合は、以下に示すJISC（日本産業標準調査会）のJIS検索サイトからISO 9001を基に策定したJIS規格である「JIS Q 9001」を検索して閲覧してください（要ユーザ登録、無料）。
https://www.jisc.go.jp/app/jis/general/GnrJISSearch.html

















緊急時連絡体制
	項目
	内容

	緊急時対応スタッフ
	※人数・それぞれの役割について記載
※事故等のインシデント発生時総務省及び株式会社三菱総合研究所に対して、発生後1時間以内に第1報を入れる体制を示す



	緊急時の
ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ
	※緊急時の対応の流れ・外部機関との連携等について記載
※フロー図を記載する










【参考】情報管理体制に関し、契約時に提供を要する情報 
このページは提出時には削除してください。
※提案時には記載不要。契約時に別紙にて記載・提出を求めます。
イ 情報管理体制図
[image: ]（例）

【情報管理体制図に記載すべき事項】
・本業務の遂行にあたって保護すべき情報を取り扱う全ての者。（再委託先も含む。）
・本業務の遂行のため最低限必要な範囲で情報取扱者を設定し記載すること。

ロ　情報取扱者名簿
	
	氏名
	住所（※５）
	生年月日
（※５）
	所属部署
	役職
	パスポート番号及び国籍（※４）

	情報管理責任者（※１）
	Ａ
	
	
	
	
	
	

	情報取扱管理者（※２）
	Ｂ
	
	
	
	
	
	

	
	Ｃ
	
	
	
	
	
	

	業務従事者
（※３）
	Ｄ
	
	
	
	
	
	

	
	Ｅ
	
	
	
	
	
	

	再委託先
	Ｆ
	
	
	
	
	
	


（※１）受託事業者としての情報取扱の全ての責任を有する者。必ず明記すること。
（※２）本業務の遂行にあたって主に保護すべき情報を取り扱う者ではないが、本業務の進捗状況などの管理を行うもので、保護すべき情報を取り扱う可能性のある者。
（※３）本業務の遂行にあたって保護すべき情報を取り扱う可能性のある者。
（※４）日本国籍を有する者及び法務大臣から永住の許可を受けた者（入管特例法の「特別永住者」を除く。）以外の者は、パスポート番号及び国籍を記載。
（※５）住所、生年月日については、必ずしも契約前に提出することを要しないが、その場合であっても三菱総合研究所から求められた場合は速やかに提出すること。
2
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